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検討の視点（全体イメージ）

Step2 Step3

１

Step1

【ＮＨＫの衛星放送の位置付け】
◆ ＮＨＫの衛星放送に対して、国民視聴者

は何を求めているか。

【視点１】
公共放送における地上放送と衛星放送の関係

【視点２】
現在のＮＨＫの衛星放送に対する評価

【視点３】
今後の難視聴対策の在り方

【視点４】
衛星放送の各チャンネルの目的

【視点５】
その他、新たな役割

【視点６】
ＨＤ化

【民放等との関係】
◆ 国民視聴者の負担は適正なものとなっているか。
◆ 民間放送事業者等との関係で、問題はないか。

【視点７】
国民視聴者の経済的負担

【視点８】
民間放送事業者への影響

【視点９】
コンテンツ制作分野への影響
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視点３ 今後の難視聴対策の在り方

２

＜衛星によるセーフティネットについて＞
○ 実施主体が行う同時再送信は、標準画質で字幕放送付の放送（ＥＰＧは各局ＥＰＧ、データ放送は無し）を、スクランブルを

かけて行うことを基本とし、セーフティネットの対象世帯のみに対して、スクランブルを解除する。なお、ＮＨＫ総合・教育の扱い
については、ＮＨＫにおいて別途検討する。

○ 対象世帯は、直接デジタル電波が届かない世帯又はデジタル混信により視聴が困難となっている世帯であり、かつ共聴施設や
ケーブルテレビ等他の手段を用いてもデジタル放送が受信できない世帯とする。ただし、現在、アナログ放送が受信できない
世帯の取扱いについては、今後、検討を行う。

○ セーフティネットの実施期間（終了時期）は、５年間（２０１４年度内）を基本に、国及び放送事業者のセーフティネットに関する
経費負担の在り方と併せて検討を行う。

ＮＨＫ教育・総合について
スクランブルを行うか否か。

行う

行わない

「現在、アナログ放送が
受信できない世帯」を対象としない。

ＢＳデジタル対応受信機を設置する
すべての者が視聴可能。

「現在、アナログ放送が
受信できない世帯」を対象とする。

現在、ＢＳ２で行っている
難視聴対策は継続。

◆ セーフティネットによる難視聴対策と現在ＢＳ２で行っている難視聴対策の関係をどのように整理すべきか。

◆ セーフティネットの実施期間（終了時期）は、5年間（2014年）とされており、それ以降のＮＨＫの難視聴対策の方策につき

別途検討が必要。

ポイントポイント

現在、ＢＳ２で行っている
難視聴対策の取扱いを

どうすべきか。

情報通信審議会 情報通信政策部会 地上デジタル放送推進に関する検討委員会（平成19年12月18日）情報通信審議会 情報通信政策部会 地上デジタル放送推進に関する検討委員会（平成19年12月18日）



視点７ 国民視聴者の経済的負担について

３

269.8億円43.6億円5.4億円減少可能な経費

類型３（２チャンネル削減）
⇒１チャンネル

類型２（１チャンネル削減）
⇒２チャンネル

類型１（１チャンネル削減）
⇒２チャンネル

イメージ

新チャンネル

現行のＢＳ１とＢＳ２とＢＳｈｉ
から抜粋
難視聴対策は衛星によるセーフ
ティネットにより措置

新第１チャンネル

現行ＢＳ１と同じ内容

新第２チャンネル

現行のＢＳｈｉとＢＳ２から抜粋
および難視聴対策60％

新第1チャンネル

現行ＢＳ１と同じ内容

新第２チャンネル

現行のＢＳｈｉとＢＳ２から抜粋

難視聴対策は衛星によるセーフティ
ネットにより措置

シミュレーションの概要

番組編成シミュレーションのＮＨＫによる試算（例示）番組編成シミュレーションのＮＨＫによる試算（例示）

◆ ＮＨＫの衛星放送の保有チャンネル数の削減に関し、１波削減の場合と２波削減の場合の削減されるコストの差をどのように
評価すべきか。

◆ ＮＨＫの衛星放送に係る累積赤字の解消と放送番組の充実のための経費支出のバランスについてどのように考えるべきか。

ポイントポイント

難視聴対策
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２ 難視聴対策

衛星による
セーフティネットに
より措置

難視聴対策

衛星による
セーフティネットに
より措置

Ｂ
Ｓ
１

Ｂ
Ｓ
ｈ
ｉ

Ｂ
Ｓ
２

国民視聴者の経済的負担 vs 放送番組の充実

ＮＨＫの経営状況の改善 vs 放送番組の充実

難視聴対策



視点８ 民間放送事業者への影響

４

◆ 圧縮技術の高度化及び２０１１年以降、未使用の４周波数帯、アナログ跡地の３周波数帯が使用可能となることを踏まえ、ＢＳ用周波数の

有限稀少性についてどのように評価すべきか。
◆ 受信料収入で運営されるＮＨＫと広告収入により運営される民間ＢＳ放送事業者は、少なくとも営業面で、競争関係はなく、衛星放送と地

上波等の他メディアの競争の観点から、視聴率等においてＮＨＫのＢＳ放送が主導的な地位を占めているという状況を踏まえ、そのチャン
ネル数の削減が民間ＢＳ放送事業者に与える影響をどう評価すべきか。

◆ 番組調達市場において、ＮＨＫのチャンネル数削減により、民間ＢＳ放送事業者が魅力的なコンテンツを獲得する機会が増大するという側
面があるのではないか。

ポイントポイント

27%

25%

民放衛星合計
BShiBS2BS1

15%26%14%37%2007

15%28%18%42%2006

ＮＨＫ
衛星合計

▲85

1,234／1,213

▲249

45／2

▲195

45／1

▲369

63／▲15

▲243

54／▲5

▲167

42／▲9

2006年度

▲251▲228▲202▲168▲125累積損益

1,193／1,1821,224／1,2191,197／1,2081,161／1,2541,119／1,239事業収入／経費
ＮＨＫ

▲196▲162▲139▲110▲68累積損益

▲354▲301▲261▲210▲139累積損益

44／▲2034／▲2823／▲3727／▲5343／▲65売上高／当期利益
BS朝日

31／▲3525／▲2220／▲3023／▲3136／▲28売上高／当期利益
BS日本

▲158▲123▲101▲71▲40累積損益

収支差（累積）

売上高／当期利益

売上高／当期利益

売上高／当期利益

累積損益

区分

54／▲5248／▲4046／▲5243／▲7158／▲92
ビーエス・アイ

▲106▲116▲122▲111▲18

39／▲2332／▲2626／▲3428／▲4435／▲80
ビーエスフジ

45／▲3443／▲2346／▲3044／▲4250／▲47
BSジャパン

▲238▲218▲190▲152▲99

2005年度2004年度2003年度2002年度2001年度事業者名

BS放送事業者における平均接触者率BS放送事業者における平均接触者率

BS放送事業者の決算状況BS放送事業者の決算状況 （億円）【出典 日本民間放送年鑑（日本民間放送連盟）、ＮＨＫ資料】

【出典 ＮＨＫ放送文化研究所全国視聴率調査（2007.11）】

注1  「接触者率」は、一定時間以上視聴した番組に ついて、
調査対象世帯からの記述式による回答を集計した数値。

注2  民放衛星には、WOWOW、スターチャンネル等の有

料放送を含む。

注3  分母はＢＳデジタル受信者。



◆ ＮＨＫのＢＳ放送のチャンネル数の削減によるコンテンツ制作機会の減少とコンテンツ制作能力の関係につ
いてどのように評価すべきか。

視点９ コンテンツ制作分野への影響

５

ポイントポイント

２１％６％４５％２８％衛星放送３波平均

２７％５％３６％３２％ＢＳ１

９％９％４５％３７％ＢＳｈｉ

ＢＳ２ ２５％

３％

購入

４％

１％

外プロ制作

５８％１３％

３９％５７％総合・教育平均

子会社委託本体制作

○ 資本金５千万円以下の事業者が全体の86.4%、従業者100人以下の事業者が全体の91.8%と、放送番組

制作会社の多くは中小企業。
○ 番組制作の端緒は、放送番組制作会社からの企画持込みによるものが33.8%と、前年度に比べ7.7ポイント

の増加。放送局からの企画持込は50.4%。

ＮＨＫにおける平成１８年度委託・購入番組編成比（実績値、時間ベース）ＮＨＫにおける平成１８年度委託・購入番組編成比（実績値、時間ベース）

放送番組制作業の実態放送番組制作業の実態 【出典 「放送番組制作業実態調査」（平成19年10月26日 総務省公表）】

【出典 第２回会合 ＮＨＫ提出資料】


